
安全保障輸出管理の「みなし輸出」の改正に係る手続について  

安全保障に関連する機微技術流出の防止強化として「みなし輸出管理」の明確化がなされ、関係法

令が改正されました（令和 4年 5月 1日施行）。 

これに伴い、大学院生への機微技術の提供の一部が「外国為替及び外国貿易法」（外為法）の管理対

象となり、本学大学院への出願者全員に対して、特定類型の確認を求めることとなりました。  

ついては、別紙の「特定類型自己申告書」にて確認し、以下の「◆「特定類型自己申告書」の提出対

象者」の(ｱ)～(ｳ)のいずれかに該当する場合は両面印刷の上、提出してください。 

◆確認対象は、本学大学院への出願者：全員（日本国籍の方も含む）

◆確認の内容

・別紙の「特定類型自己申告書」にて、自身が類型①又は類型②に該当するか否かを確認する。

（「特定類型」に関するＱ＆Ａは、5頁を参照） 

◆「特定類型自己申告書」の提出対象者

（ｱ）類型①、類型②に該当した者（日本国籍でも該当）

（ｲ）外国の大学・企業・政府機関等出身者（日本国籍でも該当）

（ｳ）外国人留学生

※ 上記(ｱ)～(ｳ)のいずれにも該当しない場合は、提出不要です。

◆記入方法

・別紙の「特定類型自己申告書」をダウンロードし、両面印刷

・次頁の「記入例」を参考に記入のこと

◆提出の方法

１．希望指導教員との事前相談を実施する場合は、相談時に希望指導教員へ提出

     その際に、PDF に加工しての提出も可 

 ２．または、出願期限までに、他の出願書類とともに封筒に入れて郵送（又は窓口に提出） 

     （提出先は、3頁を参照） 

     PDFに加工し、出願書類提出先に Emailで提出することも可 

※ 特定類型の確認は、正確に行ってください。事実と異なる確認をした場合には、入学後に希望す

る教育が受けられない場合や研究ができない場合がありますので、注意してください。

令和 4年 5月 23 日 

【担当部署】 
利益相反・輸出管理マネジメント室 
E-mail anzenhosyo@un.tskuba.ac.jp

  入試課大学院入試担当 
E-Mail dai.daigakuinka@un.tsukuba.ac.jp
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https://www.meti.go.jp/policy/anpo/anpo07.html
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